
 

対前回比 対前回比 対前回比 対前回比
（％） （人） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

平成５ 8,726 ▲ 4.1 108,502 ▲ 1.9 1,971,467 ▲ 1.9 896,548 3.9

７ 8,240 ▲ 5.6 103,555 ▲ 4.6 1,967,319 ▲ 0.2 878,498 ▲ 2.0

１０ 7,902 ▲ 4.1 99,904 ▲ 3.5 1,986,035 1.0 896,004 2.0

１２ 7,292 ▲ 7.7 94,078 ▲ 5.8 2,013,484 1.4 910,356 1.6

１５ 6,217 ▲ 14.7 83,873 ▲ 10.8 1,776,536 ▲ 11.8 792,187 ▲ 13.0

１７ 5,793 ▲ 6.8 80,567 ▲ 3.9 1,879,565 5.8 819,245 3.4

２０ 5,356 ▲ 10.4 80,500 ▲ 1.6 2,122,059 6.9 815,874 ▲ 3.2

２３ 4,865 ▲ 9.2 74,456 ▲ 7.5 1,939,294 ▲ 8.6 829,269 1.6

製 造 品 出 荷 額 等事  業  所  数

年 次
粗 付 加 価 値 額従  業  者  数

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比
（％） （人） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）

平成１４ 3,390 ▲ 9.6 79,077 ▲ 6.1 1,687,094 ▲ 5.1 775,276 ▲ 3.7

１５ 3,367 ▲ 0.7 78,026 ▲ 1.3 1,747,552 3.6 775,391 0.0

１６ 3,106 ▲ 7.8 76,386 ▲ 2.1 1,813,319 3.8 791,956 2.1

１７ 3,152 1.5 75,209 ▲ 1.5 1,852,261 2.1 803,601 1.5

１８ 2,897 ▲ 8.1 76,585 1.8 2,018,201 9.0 823,170 2.4

１９ 2,859 ▲ 6.7 78,164 ▲ 1.1 2,161,224 0.4 824,182 ▲ 2.8

２０ 2,891 1.1 75,468 ▲ 3.4 2,095,120 ▲ 3.1 801,030 ▲ 2.8

２１ 2,585 ▲ 10.6 70,075 ▲ 7.1 1,673,401 ▲ 20.1 687,063 ▲ 14.2

２２ 2,466 ▲ 4.6 69,545 ▲ 0.8 1,807,006 8.0 740,257 7.7

２３ 2,587 4.9 69,891 0.5 1,912,585 5.8 815,068 10.1

従  業  者  数 製 造 品 出 荷 額 等事  業  所  数

年 次
粗 付 加 価 値 額

1 概 況  

 

＜全事業所＞ 

 － 事業所数、従業者数は前回(平成２０年)に続き減少、 

製造品出荷額等は減少、粗付加価値額は増加 － 

 平成２３年の事業所数は、４，８６５事業所で、前回に比べて９．２％減少した。 

 従業者数は、７４，４５６人で、前回に比べて７．５％減少した。 

 製造品出荷額等は、１兆９，３９３億円で、前回に比べて８．６％減少した。 

 粗付加価値額は、８，２９３億円で、前回に比べて１．６％増加した。 
 

表１ 事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜従業者４人以上の事業所＞ 

 － 事業所数は３年ぶりの増加、従業者数は５年ぶりの増加、 

製造品出荷額等、粗付加価値額は２年連続増加 － 

 平成２３年の従業者４人以上の事業所数は、２,５８７事業所で、前年に比べて４．９％増加した。 

 従業者数は、６９，８９１人で、前年に比べて０．５％増加した。 

 製造品出荷額等は、１兆９，１２６億円で、前年に比べて５．８％増加した。 

 粗付加価値額は、８，１５１億円で前年に比べて１０．１％増加した。 
 

       表２ 事業所数、従業者数、製造品出荷額等、粗付加価値額の推移 

 

※ 平成２０年調査においては、平成１９年に行われた調査項目変更に加え、従業者３人以下の調査対象事業所の精

査が行われた結果、全事業所を対象とした過去の数値（平成２０年の直前は平成１７年）と平成２０年以降の数値が単

純に比較できなくなった。そのため、平成２０年の対前回比については、平成１７年の数値との対比ができるように、平

成２０年の実際の数値とは別に、平成１７年時の調査対象、項目に合わせた「調整値」を便宜的に集計し、算出した。 

 

※ ※ ※ ※ 

※ 平成１９年調査においては、調査対象事業所の精査を行うとともに、調査項目の変更が行われた結果、平成１９年

以降の数値と平成１８年以前の数値が単純に比較できなくなった。そのため、平成１９年の対前年比については、平

成１８年の数値との対比ができるように、平成１９年の実際の数値とは別に、平成１８年時の調査対象、項目に合わせ

た「調整値」を便宜的に集計し、算出した。 

※ ※ ※ ※ 
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(事業所)

4,865

-9.2

(％)

従業者３人以下

従業者４人以上

構成比 構成比

％ ％ ％

5 ,356 100 .0 4 ,865 100 .0 ▲ 9.2

9 食 料 品 461 8.6 415 8.5 ▲ 10.0

10 飲 料 ・ 飼 料 50 0.9 49 1.0 ▲ 2.0

11 繊 維 1,432 26.7 1,235 25.4 ▲ 13.8

12 木 材 237 4.4 196 4.0 ▲ 17.3

13 家 具 213 4.0 196 4.0 ▲ 8.0

14 パ ル プ ・ 紙 163 3.0 157 3.2 ▲ 3.7

15 印 刷 278 5.2 246 5.1 ▲ 11.5

16 化 学 67 1.3 64 1.3 ▲ 4.5

17 石 油 ・ 石 炭 10 0.2 10 0.2 0.0

18 プ ラ ス チ ッ ク 223 4.2 194 4.0 ▲ 13.0

19 ゴ ム 10 0.2 16 0.3 60.0

20 皮 革 5 0.1 4 0.1 ▲ 20.0

21 窯 業 ・ 土 石 196 3.7 153 3.1 ▲ 21.9

22 鉄 鋼 38 0.7 59 1.2 55.3

23 非 鉄 金 属 25 0.5 45 0.9 80.0

24 金 属 399 7.4 314 6.5 ▲ 21.3

25 は ん 用 機 械 81 1.5 79 1.6 ▲ 2.5

26 生 産 用 機 械 270 5.0 251 5.2 ▲ 7.0

27 業 務 用 機 械 24 0.4 23 0.5 ▲ 4.2

28 電 子 ・ デ バ イス 64 1.2 63 1.3 ▲ 1.6

29 電 気 機 械 95 1.8 100 2.1 5.3

30 情 報 通 信 機 械 8 0.1 10 0.2 25.0

31 輸 送 機 械 35 0.7 44 0.9 25.7

32 そ の 他 972 18.1 942 19.4 ▲ 3.1

合       計

実 数
産業中分類

２０年 ２３   年 対前
回比

繊維

1,235事業所

25.4%

その他
(眼鏡・漆器等)

942事業所

19.4%

食料品

415事業所 8.5%

金属

314事業所 6.5%

生産用機械

251事業所 5.2%

印刷

246事業所 5.1%

木材

196事業所 4.0%

家具 196事業所

4.0%

プラスチック

194事業所 4.0%

パルプ・紙

157事業所 3.2%

その他14業種

719事業所 14.8%

事業所数

４，８６５事業所

２－１ 事業所数（全事業所） 

 

 事業所数は４，８６５事業所で、前回に比べ ９．２％減となり、前回に引き続き減少となった。 

 内訳をみると、会社（株式、合資など）が２，７１９事業所、会社以外の法人が４６事業所、法人でない

団体が３事業所、個人が２，０９７事業所となった。 

産業別の内訳をみると、繊維の１，２３５事業所（構成比２５．４％）が最も多く、以下、その他(眼鏡・

漆器等)の９４２事業所（構成比１９．４％）、食料品の４１５事業所（構成比８．５％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度※順）と、非鉄金属（前回比＋８０．０％）、鉄鋼（前回比＋５５．３％）など６業

種で増加し、繊維（前回比▲１３．８％）、金属（前回比▲２１．３％）など１７業種で低下となった。 

【産業中分類別統計表１－１、１－２】 

※ 寄与度とは、対前回比の増減に対して、規模別、中分類別の増減分がどれだけ全体に影響を与えたかを示したもの 

  A 産業の寄与度 ＝ A 産業の対前回比増減率 × A 産業の製造業に占める前回の構成比 

 

 

 

 

図１ 事業所数と対前回比の推移（全事業所） 

図２ 事業所数の中分類別構成比 

表３ 中分類別 事業所数 
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(人)

74,456

-7.5

(％)

従業者３人以下

従業者４人以上

構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ ％

80 ,500 100 .0 74 ,456 100 .0 ▲ 7.5

9 食 料 品 5,526 6.9 5,495 7.4 ▲ 0.6

10 飲 料 ・ 飼 料 369 0.5 341 0.5 ▲ 7.6

11 繊 維 19,169 23.8 18,113 24.3 ▲ 5.5

12 木 材 1,464 1.8 1,314 1.8 ▲ 10.2

13 家 具 1,089 1.4 1,025 1.4 ▲ 5.9

14 パ ル プ ・ 紙 1,950 2.4 1,690 2.3 ▲ 13.3

15 印 刷 2,573 3.2 2,093 2.8 ▲ 18.7

16 化 学 3,566 4.4 3,699 5.0 3.7

17 石 油 ・ 石 炭 76 0.1 74 0.1 ▲ 2.6

18 プ ラ ス チ ッ ク 5,364 6.7 4,063 5.5 ▲ 24.3

19 ゴ ム 176 0.2 161 0.2 ▲ 8.5

20 皮 革 75 0.1 55 0.1 ▲ 26.7

21 窯 業 ・ 土 石 2,531 3.1 1,793 2.4 ▲ 29.2

22 鉄 鋼 442 0.5 558 0.7 26.2

23 非 鉄 金 属 1,260 1.6 1,480 2.0 17.5

24 金 属 4,913 6.1 3,995 5.4 ▲ 18.7

25 は ん 用 機 械 853 1.1 794 1.1 ▲ 6.9

26 生 産 用 機 械 3,867 4.8 3,591 4.8 ▲ 7.1

27 業 務 用 機 械 991 1.2 925 1.2 ▲ 6.7

28 電 子 ・ デ バ イス 10,437 13.0 10,152 13.6 ▲ 2.7

29 電 気 機 械 3,386 4.2 2,578 3.5 ▲ 23.9

30 情 報 通 信 機 械 230 0.3 344 0.5 49.6

31 輸 送 機 械 2,554 3.2 3,319 4.5 30.0

32 そ の 他 7,639 9.5 6,804 9.1 ▲ 10.9

合       計

２０年 ２３   年 対前
回比産業中分類

繊維

18,113人

24.3%

電子・デバイス

10,152人13.6%

その他
(眼鏡・漆器等)

6,804人 9.1%食料品

5,495人 7.4%

プラスチック

4,063人 5.5%

金属

3,995人 5.4%

化学

3,699人 5.0%

生産用機械

3,591人 4.8%

輸送機械

3,319人 4.5%

電気機械

2,578人 3.5%

その他14業種

12,647人

17.0%

従業者数

７４，４５６人

２－２ 従業者数（全事業所） 

 

 従業者数は７４，４５６人で、前回に比べ７．５％減となり、前回に引き続き減少となった。 

 内訳をみると、個人事業主および無給家族従業者が２，９３５人、常用労働者が７２，６８８人となった。 

（従業者の内訳には、別経営の事業所へ出向または派遣している人が含まれているため、内訳の合計と従業

者合計とは一致しない。） 

産業別に内訳をみると、繊維の１８，１１３人（構成比２４．３％）が最も多く、以下、電子・デバイス

の１０，１５２人（構成比１３．６％）、その他(眼鏡・漆器等)の６，８０４人（構成比９．１％）の順にな

った。 

 前回と比べる（寄与度順）と、輸送機械（前回比＋３０．０％）、非鉄金属（前回比＋１７．５％）など５

業種で増加し、プラスチック（前回比▲２４．３％）、繊維（前回比▲５．５％）など１９業種で減少となっ

た。                             【産業中分類別統計表１－１、１－２】 

 

 

 

 

図３ 従業者数と対前回比の推移（全事業所） 

図４ 従業者数の中分類別構成比 

表４ 中分類別 従業者数 
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従業者４人以上

(億円) (％)

19,393

-8.6

従業者３人以下

電子・デバイス

3,495億円

18.0%

化学

3,170億円 16.3%

繊維

2,750億円

14.2%
非鉄金属

1,518億円

7.8%

プラスチック

1,147億円

5.9%

電気機械

1,028億円 5.3%

生産用機械

861億円 4.4%

その他

（眼鏡・漆器等）

835億円4.3%

輸送機械

782億円 4.0%

金属

693億円 3.6%

その他14業種

3,114億円

16.1%

製造品出荷額等

１兆９，３９３億円

２－３ 製造品出荷額等（全事業所） 

 

 製造品出荷額等は、１兆９，３９３億円で、前回に比べ８．６％減となった。 

 内訳をみると、製造品出荷額が１億６，１４６億円、加工賃収入額が２，２４１億円、くず・廃物の出荷

額が０．４億円、修理料収入額が４９億円、その他収入額が９５７億円となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの３，４９５億円（構成比１８．０％）が最も多く、以下、化学

の３，１７０億円（構成比１６．３％）、繊維の２，７５０億円（構成比１４．２％）の順になった。 

 前回と比べる（寄与度順）と、化学（前回比＋１１．６％）、電子・デバイス（前回比＋５．６％）などで

増加し、プラスチック（前回比▲２３．０％）、生産用機械（前回比▲２６．６％）などで減少となった。 

 １事業所当たりの製造品出荷額等は、３億９，８６２万円で、前回より２４２万円増加した。 

                              【産業中分類別統計表１－１、１－３】 

 

  

 

図５ 製造品出荷額等と対前回比の推移（全事業所） 

図６ 製造品出荷額等の 

中分類別構成比 

表５ 中分類別 製造品出荷額等 

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

2 ,122 ,059 100 .0 1 ,939 ,294 100 .0 ▲ 8.6

9 食 料 品 59,066 2.8 61,266 3.2 3.7

10 飲 料 ・ 飼 料 5,881 0.3 6,282 0.3 6.8

11 繊 維 283,776 13.4 275,038 14.2 ▲ 3.1

12 木 材 28,963 1.4 25,193 1.3 ▲ 13.0

13 家 具 14,928 0.7 11,950 0.6 ▲ 19.9

14 パ ル プ ・ 紙 56,140 2.6 40,238 2.1 ▲ 28.3

15 印 刷 33,380 1.6 26,814 1.4 ▲ 19.7

16 化 学 284,111 13.4 316,973 16.3 11.6

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 プ ラ ス チ ッ ク 148,961 7.0 114,664 5.9 ▲ 23.0

19 ゴ ム 1,053 0.0 2,724 0.1 158.7

20 皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 81,625 3.8 61,555 3.2 ▲ 24.6

22 鉄 鋼 28,644 1.3 28,350 1.5 ▲ 1.0

23 非 鉄 金 属 163,897 7.7 151,812 7.8 ▲ 7.4

24 金 属 97,564 4.6 69,346 3.6 ▲ 28.9

25 は ん 用 機 械 18,862 0.9 18,814 1.0 ▲ 0.3

26 生 産 用 機 械 117,228 5.5 86,075 4.4 ▲ 26.6

27 業 務 用 機 械 16,712 0.8 15,254 0.8 ▲ 8.7

28 電 子 ・ デ バ イ ス 331,085 15.6 349,479 18.0 5.6

29 電 気 機 械 130,302 6.1 102,771 5.3 ▲ 21.1

30 情 報 通 信 機 械 Ｘ Ｘ 8,467 0.4 Ｘ

31 輸 送 機 械 104,815 4.9 78,178 4.0 ▲ 25.4

32 そ の 他 100,054 4.7 83,536 4.3 ▲ 16.5

産業中分類

２０年 ２３   年 対前
回比

合       計
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電子・デバイス

1,943億円

23.4%

化学

1,162億円

14.0%

繊維

1,082億円

13.0%電気機械

532億円 6.4%

プラスチック

518億円 6.2%

その他
(眼鏡・漆器等)

417億円 5.0%

非鉄金属

376億円 4.5%

生産用機械

343億円 4.1%

窯業・土石

330億円 4.0%

金属

296億円 3.6%

その他14業種

1,295億円

15.6%

粗付加価値額

８，２９３億円

２－４ 粗付加価値額（全事業所） 

 

 

 粗付加価値額は、８，２９３億円で、前回に比べ１．６％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，９４３億円（構成比２３．４％）が最も多く、以下、化学

の１，１６２億円（構成比１４．０％）、繊維の１，０８２億円（構成比１３．０％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前回比＋３０．５％）、非鉄金属（前回比＋２００．２％）

などで増加し、窯業・土石（前回比▲３０．０％）、輸送機械（前回比▲３３．２％）などで減少となった。 

                                 【産業中分類別統計表１－１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 中分類別 粗付加価値額 

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

815 ,874 100 .0 829 ,269 100 .0 1 .6

9 食 料 品 26,333 3.2 25,127 3.0 ▲ 4.6

10 飲 料 ・ 飼 料 3,139 0.4 3,595 0.4 14.5

11 繊 維 105,913 13.0 108,216 13.0 2.2

12 木 材 7,018 0.9 9,982 1.2 42.2

13 家 具 5,361 0.7 4,853 0.6 ▲ 9.5

14 パ ル プ ・ 紙 25,024 3.1 18,473 2.2 ▲ 26.2

15 印 刷 18,148 2.2 13,397 1.6 ▲ 26.2

16 化 学 112,817 13.8 116,160 14.0 3.0

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 プ ラ ス チ ッ ク 55,991 6.9 51,784 6.2 ▲ 7.5

19 ゴ ム 313 0.0 1,665 0.2 431.8

20 皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 47,070 5.8 32,971 4.0 ▲ 30.0

22 鉄 鋼 7,381 0.9 7,817 0.9 5.9

23 非 鉄 金 属 12,520 1.5 37,582 4.5 200.2

24 金 属 40,440 5.0 29,560 3.6 ▲ 26.9

25 は ん 用 機 械 6,947 0.9 6,929 0.8 ▲ 0.3

26 生 産 用 機 械 39,563 4.8 34,292 4.1 ▲ 13.3

27 業 務 用 機 械 5,664 0.7 8,192 1.0 44.6

28 電 子 ・ デ バ イ ス 148,917 18.3 194,313 23.4 30.5

29 電 気 機 械 57,434 7.0 53,178 6.4 ▲ 7.4

30 情 報 通 信 機 械 Ｘ Ｘ 2,866 0.3 Ｘ

31 輸 送 機 械 38,068 4.7 25,422 3.1 ▲ 33.2

32 そ の 他 47,503 5.8 41,681 5.0 ▲ 12.3

２０年 ２３   年 対前
回比産業中分類

合       計

図７ 粗付加価値額の中分類別構成比 
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電子・デバイス

1,750億円

22.9%

化学

1,109億円

14.5%

繊維

967億円

12.7%電気機械

486億円 6.4%

プラスチック

479億円 6.3%

その他
(眼鏡・漆器等)

405億円 5.3%

生産用機械

349億円 4.6%

非鉄金属

336億円 4.4%

金属

280億円 3.7%

窯業・土石

275億円 3.6%

その他14業種

1,207億円

15.8%

付加価値額

７，６４２億円

２－５ 付加価値額（全事業所） 

 

 

 付加価値額は、７，６４２億円で、前回に比べ２．１％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，７５０億円（構成比２２．９％）が最も多く、以下、化学

の１，１０９億円（構成比１４．５％）、繊維の９６７億円（構成比１２．７％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前回比＋２５．２％）、非鉄金属（前回比＋４６５．０％）

などで増加し、窯業・土石（前回比▲３０．３％）、金属（前回比▲２８．１％）などで減少となった。 

 また、従業者３０人以上の事業所の付加価値率は、３９．８％となり、前回より４．８ポイント上昇した。 

                               【産業中分類別統計表１－１、４－３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 付加価値額の中分類別構成比 

表７ 中分類別 付加価値額 

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

748 ,288 100 .0 764 ,237 100 .0 2 .1

9 食 料 品 25,569 3.4 24,352 3.2 ▲ 4.8

10 飲 料 ・ 飼 料 3,133 0.4 3,511 0.5 12.1

11 繊 維 93,766 12.5 96,724 12.7 3.2

12 木 材 6,615 0.9 9,369 1.2 41.6

13 家 具 5,271 0.7 4,743 0.6 ▲ 10.0

14 パ ル プ ・ 紙 23,400 3.1 17,041 2.2 ▲ 27.2

15 印 刷 17,268 2.3 12,646 1.7 ▲ 26.8

16 化 学 106,541 14.2 110,883 14.5 4.1

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 プ ラ ス チ ッ ク 51,907 6.9 47,863 6.3 ▲ 7.8

19 ゴ ム 274 0.0 1,495 0.2 445.3

20 皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 39,516 5.3 27,526 3.6 ▲ 30.3

22 鉄 鋼 7,365 1.0 7,572 1.0 2.8

23 非 鉄 金 属 5,946 0.8 33,597 4.4 465.0

24 金 属 38,906 5.2 27,981 3.7 ▲ 28.1

25 は ん 用 機 械 6,463 0.9 6,654 0.9 2.9

26 生 産 用 機 械 36,109 4.8 34,865 4.6 ▲ 3.4

27 業 務 用 機 械 5,458 0.7 7,822 1.0 43.3

28 電 子 ・ デ バ イス 139,774 18.7 174,979 22.9 25.2

29 電 気 機 械 53,333 7.1 48,612 6.4 ▲ 8.9

30 情 報 通 信 機 械 Ｘ Ｘ 2,566 0.3 Ｘ

31 輸 送 機 械 32,242 4.3 21,722 2.8 ▲ 32.6

32 そ の 他 45,471 6.1 40,506 5.3 ▲ 10.9

合       計

産業中分類

２０年 ２３   年 対前
回比
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電子・デバイス

589億円

20.8%

繊維

528億円

18.7%

化学

210億円 7.4%
その他

(眼鏡・漆器等)

185億円 6.5%

輸送機械

163億円 5.8%

プラスチック

159億円 5.6%

金属

145億円 5.1%

生産用機械

145億円 5.1%

食料品

125億円 4.4%

電気機械

102億円 3.6%

その他14業種

479億円

16.9%

現金給与総額

２，８３０億円

２－６ 現金給与総額（全事業所） 

 

 

 現金給与総額は、２，８３０億円で、前回に比べ５．３％減となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの５８９億円（構成比２０．８％）が最も多く、以下、繊維の 

５２８億円（構成比１８．７％）、化学の２１０億円（構成比７．４％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前回比＋１７．９％）、輸送機械（前回比＋２５．８％）

などで増加し、プラスチック（前回比▲２５．９％）、繊維（前回比▲８．３％）などで減少となった。 

 また、従業者３０人以上の事業所の現金給与率は、１４．２％となり、前回より０．８ポイント上昇した。 

    【産業中分類別統計表１－１、４－３】 

 

 

 

 

 

図９ 現金給与総額の 

中分類別構成比 

表８ 中分類別 現金給与総額 

額 

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

298 ,736 100 .0 283 ,010 100 .0 ▲ 5.3

9 食 料 品 12,168 4.1 12,525 4.4 2.9

10 飲 料 ・ 飼 料 1,029 0.3 976 0.3 ▲ 5.2

11 繊 維 57,558 19.3 52,803 18.7 ▲ 8.3

12 木 材 4,868 1.6 3,759 1.3 ▲ 22.8

13 家 具 3,155 1.1 2,556 0.9 ▲ 19.0

14 パ ル プ ・ 紙 7,416 2.5 6,098 2.2 ▲ 17.8

15 印 刷 8,082 2.7 7,188 2.5 ▲ 11.1

16 化 学 18,696 6.3 20,983 7.4 12.2

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 プ ラ ス チ ッ ク 21,447 7.2 15,898 5.6 ▲ 25.9

19 ゴ ム 608 0.2 392 0.1 ▲ 35.6

20 皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 11,723 3.9 7,753 2.7 ▲ 33.9

22 鉄 鋼 1,817 0.6 2,229 0.8 22.7

23 非 鉄 金 属 8,139 2.7 8,983 3.2 10.4

24 金 属 17,552 5.9 14,514 5.1 ▲ 17.3

25 は ん 用 機 械 3,314 1.1 3,019 1.1 ▲ 8.9

26 生 産 用 機 械 18,542 6.2 14,468 5.1 ▲ 22.0

27 業 務 用 機 械 3,883 1.3 3,218 1.1 ▲ 17.1

28 電 子 ・ デ バ イス 50,004 16.7 58,945 20.8 17.9

29 電 気 機 械 13,360 4.5 10,178 3.6 ▲ 23.8

30 情 報 通 信 機 械 Ｘ Ｘ 1,292 0.5 Ｘ

31 輸 送 機 械 12,970 4.3 16,317 5.8 25.8

32 そ の 他 21,072 7.1 18,484 6.5 ▲ 12.3

合       計

対前
回比産業中分類

２０年 ２３   年
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化学

1,989億円

18.2%

繊維

1,641億円

15.0%

電子・デバイス

1,539億円

14.1%
非鉄金属

1,125億円

10.3%

プラスチック

620億円 5.7%

輸送機械

527億円 4.8%

生産用機械

511億円 4.7%

電気機械

474億円 4.3%

金属

390億円 3.6%

その他
(眼鏡・漆器等)

406億円 3.7%

その他14業種

1,706億円

15.6%

原材料使用額等

１兆９２８億円

２－７ 原材料使用額等（全事業所） 

 

 

 原材料使用額等は、１兆９２８億円で、前回に比べ１４．３％減となった。 

 

産業別に内訳をみると、化学の１，９８９億円（構成比１８．２％）が最も多く、以下、繊維の１，６４１

億円（構成比１５．０％）、電子・デバイスの１，５３９億円（構成比１４．１％）の順になった。 

前回と比べる（寄与度順）と、化学（前回比＋１８．６％）、食料品（前回比＋１２．６％）などで増加し、

非鉄金属（前回比▲２５．５％）、プラスチック（前回比▲３１．８％）などで減少となった。 

また、従業者３０人以上の事業所の原材料率は、６０．５％となり、前回より５．６ポイント低下した。 

     【産業中分類別統計表１－１、４－３】 

 

表９ 中分類別 原材料使用額等 

額 

図１０ 原材料使用額等の 

中分類別構成比 

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

1 ,274 ,939 100 .0 1 ,092 ,835 100 .0 ▲ 14.3

9 食 料 品 31,443 2.5 35,414 3.2 12.6

10 飲 料 ・ 飼 料 2,150 0.2 2,147 0.2 ▲ 0.1

11 繊 維 173,403 13.6 164,075 15.0 ▲ 5.4

12 木 材 21,611 1.7 14,972 1.4 ▲ 30.7

13 家 具 9,299 0.7 6,972 0.6 ▲ 25.0

14 パ ル プ ・ 紙 29,982 2.4 21,443 2.0 ▲ 28.5

15 印 刷 14,376 1.1 12,894 1.2 ▲ 10.3

16 化 学 167,743 13.2 198,913 18.2 18.6

17 石 油 ・ 石 炭 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

18 プ ラ ス チ ッ ク 90,891 7.1 62,012 5.7 ▲ 31.8

19 ゴ ム 725 0.1 1,009 0.1 39.3

20 皮 革 Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ Ｘ

21 窯 業 ・ 土 石 32,921 2.6 28,241 2.6 ▲ 14.2

22 鉄 鋼 20,975 1.6 20,302 1.9 ▲ 3.2

23 非 鉄 金 属 150,977 11.8 112,536 10.3 ▲ 25.5

24 金 属 55,276 4.3 39,003 3.6 ▲ 29.4

25 は ん 用 機 械 11,811 0.9 11,642 1.1 ▲ 1.4

26 生 産 用 機 械 76,995 6.0 51,062 4.7 ▲ 33.7

27 業 務 用 機 械 10,818 0.8 6,836 0.6 ▲ 36.8

28 電 子 ・ デ バ イ ス 176,553 13.8 153,914 14.1 ▲ 12.8

29 電 気 機 械 70,553 5.5 47,442 4.3 ▲ 32.8

30 情 報 通 信 機 械 Ｘ Ｘ 5,479 0.5 Ｘ

31 輸 送 機 械 65,130 5.1 52,696 4.8 ▲ 19.1

32 そ の 他 50,810 4.0 40,574 3.7 ▲ 20.1

産業中分類

２０年 ２３   年 対前
回比

合       計
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２－８ 従業者規模別（全事業所） 

 

 事業所数が最も多いのは、１～３人規模の２，２７８事業所（構成比４６．８％）で、次に４～９人規模

の１，２７８事業所（構成比２６．３％）となり、１０人以下の事業所で全体の７３．１％を占めている。 

 前回と比べる(寄与度順)と、３０～９９人規模(前回比１２．５％)で増加し、４～９人規模（前回比    

▲１３．５％）、１～３人規模（前回比▲７．６％）などで減少となった。 

 

 従業者数が最も多いのは、３０～９９人規模の１７，９０７人（構成比２４．１％）で、次に１００人～

２９９人規模の１６，０６７人（構成比２１．６％）となった。 

 前回と比べる（寄与度順）と、３０～９９人規模（前回比＋１０．４％）で増加し、１００～２９９人規

模（前回比▲１１．５％）、３００人以上（前回比▲１０．８％）などで減少となった。 

 

 製造品出荷額等が最も多いのは、３００人以上規模の６，０３３億円（構成比３１．１％）で、次に、 

１００～２９９人規模の５，７２９億円（構成比２９．５％）となった。 

前回と比べる（寄与度順）と、３０～９９人規模（前回比＋０．８％）で増加し、３００人以上規模（前

回比▲１０．６％）、１００～２９９人規模（前回比▲８．８％）などで減少となった。 

                              

    【従業者規模別統計表１－１】 

図１１ 従業者規模別 事業所数構成比の推移（全事業所） 

図１２ 従業者規模別 製造品出荷額等構成比の推移（全事業所） 

47.3%

45.8%

46.0%
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福井市

1,223事業所
25.1%

鯖江市

1,008事業所
20.7%

越前市

705事業所
14.5%

坂井市

621事業所
12.8%

大野市

179事業所3.7%

敦賀市

158事業所3.2%

あわら市

156事業所3.2%

小浜市

153事業所3.1%

勝山市

153事業所3.1%

８町

509事業所
10.5%

事業所数

４，８６５事業所

福井市
4,329億円

22.3%

越前市
4,184億円

21.6%
坂井市

3,150億円

16.2%

鯖江市
1,572億円

8.1%

勝山市
1,500億円 7.7%

あわら市
1,318億円6.8%

敦賀市
1,252億円 6.5%

小浜市
482億円 2.5%

大野市
454億円 2.3%

８町
1,153億円

5.9%

製造品出荷額等

１兆９，３９３億円

２－９ 市町別（全事業所） 

 

事業所数が最も多いのは、福井市の１，２２３事業所(構成比２５．１％）で、以下、鯖江市の１，００８

事業所（構成比２０．７％）、越前市の７０５事業所（構成比１４．５％）の順となった。 

前回と比べると、高浜町、おおい町を除く１５市町で減少となった。 

 

従業者数が最も多いのは、福井市の１８，０９６人(構成比２４．３％）で、以下、越前市の１４，９６８

人（構成比２０．１％）、坂井市の１０，３６８人（構成比１３．９％）の順となった。 

前回と比べる（寄与度順）と、鯖江市（前回比▲１１．５％）、福井市（前回比▲５．１％）など全ての市

町で減少となった。 

 

 製造品出荷額が最も多いのは、福井市の４，３２９億円（構成比２２．３％）で、以下、越前市の 

４，１８４億円（構成比２１．６％）、坂井市の３，１５０億円（構成比１６．２％）の順となった。 

前回と比べる（寄与度順）と、勝山市（前回比＋２４．４％）、福井市（前回比＋１．３％）など３市１町

で増加し、坂井市（前回比▲１８．７％）、越前市（前回比▲１２．６％）など６市７町で減少となった。 

  【市町別統計表１－１、１－２】 

                                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図１５ 市町別 製造品出荷額等の構成比 

（全事業所） 

図１３ 市町別 事業所数の構成比 

（全事業所） 

図１４ 市町別 従業者数の構成比 

（全事業所） 

福井市

18,096人

24.3%

越前市

14,968人
20.1%

坂井市

10,368人

13.9%

鯖江市

10,016人

13.5%

敦賀市

4,141人5.6%

あわら市

3,551人4.8%

勝山市

2,653人3.6%

小浜市

2,195人2.9%

大野市

2,181人2.9%

８町

6,287人

8.4%

従業者数

７４，４５６人
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平成元年 １０年 ２０年 ２3年 平成元年 １０年 ２０年 ２3年

絹 ・ 人 絹 織 物 1,493 842 402 272 1,176 734 443 298

細 幅 織 物 684 466 248 223 243 211 146 138

洋紙・和紙・ふすま紙 111 98 69 67 106 73 33 29

打 刃 物 76 60 54 43 9 8 8 6

漆 器 412 352 301 283 155 99 71 60

眼 鏡 ・ 眼 鏡 枠 841 1,096 699 625 982 1,149 733 534

合 計 3,641 2,914 1,773 1,513 2,671 2,274 1,434 1,065

品　目　名
製造品出荷額等（単位：億円）産出事業所数

２－１０ 特産工業品（全事業所） 

 

                   

産出事業所数は１，５１３事業所で、出荷額等は１，０６５億円となった。 

品目別にみると、産出事業所数は「眼鏡・眼鏡枠」が最も高く、以下、「漆器」、「絹・人絹織物」

の順となった。出荷額等は「眼鏡・眼鏡枠」が最も高く、以下、「絹・人絹織物」、「細幅織物」の順

となった。 

 【特産工業品目統計表１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本県の特産工業品として、「絹・人絹織物」、「細幅織物」、「洋紙・和紙・ふすま紙」、「打刃物」、

「漆器」、「眼鏡・眼鏡枠」の６品目を集計した。 

なお、事業所において異なった種類の品目を製造あるいは賃加工している場合は、それぞれ該当

事業所数に計上し、「産出事業所数」として示したため、産業中・細分類別統計表の数値とは一致

しない。 

 

表１０ 特産工業品 産出事業所数、製造品出荷額等の推移 

額 
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-36
-34
-32
-30
-28
-26
-24
-22
-20
-18
-16
-14
-12
-10
-8
-6
-4
-2
0
2
4

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

(事業所) (％)

2,587

4.9

構成比 構成比

％ ％ ％

2 ,466 100 .0 2 ,587 100 .0 4 .9

9 食 料 品 249 10.1 262 10.1 5.2

10 飲 料 ・ 飼 料 30 1.2 30 1.2 0.0

11 繊 維 644 26.1 676 26.1 5.0

12 木 材 90 3.6 82 3.2 ▲ 8.9

13 家 具 57 2.3 59 2.3 3.5

14 パ ル プ ・ 紙 98 4.0 95 3.7 ▲ 3.1

15 印 刷 110 4.5 113 4.4 2.7

16 化 学 58 2.4 56 2.2 ▲ 3.4

17 石 油 ・ 石 炭 10 0.4 8 0.3 ▲ 20.0

18 プ ラ ス チ ッ ク 120 4.9 132 5.1 10.0

19 ゴ ム 5 0.2 10 0.4 100.0

20 皮 革 3 0.1 3 0.1 0.0

21 窯 業 ・ 土 石 99 4.0 88 3.4 ▲ 11.1

22 鉄 鋼 21 0.9 28 1.1 33.3

23 非 鉄 金 属 17 0.7 29 1.1 70.6

24 金 属 188 7.6 186 7.2 ▲ 1.1

25 は ん 用 機 械 33 1.3 38 1.5 15.2

26 生 産 用 機 械 148 6.0 159 6.1 7.4

27 業 務 用 機 械 19 0.8 18 0.7 ▲ 5.3

28 電 子 ・ デ バ イ ス 47 1.9 56 2.2 19.1

29 電 気 機 械 64 2.6 65 2.5 1.6

30 情 報 通 信 機 械 5 0.2 6 0.2 20.0

31 輸 送 機 械 25 1.0 32 1.2 28.0

32 そ の 他 326 13.2 356 13.8 9.2

２２年 ２３  年 対前
年比

実 数
産業中分類

合       計

繊維

676事業所

26.1%

その他
(眼鏡・漆器等)

356事業所

13.8%

食料品

262事業所

10.1%
金属

186事業所 7.2%

生産用機械

159事業所 6.1%

プラスチック

132事業所 5.1%

印刷

113事業所 4.4%

パルプ・紙

95事業所 3.7%

窯業・土石

88事業所 3.4%

木材

82事業所 3.2%

その他14業種

438事業所

16.9%

事業所数

２，５８７事業所

３－１ 事業所数（従業者４人以上の事業所） 

 

 事業所数は２，５８７事業所で、前年に比べ ４．９％増となり、３年ぶりの増加となった。 

 内訳をみると、会社（株式、合資など）が２，１６６事業所、会社以外の法人が３３事業所、法人でない

団体が３事業所、個人が３８５事業所となった。 

産業別の内訳をみると、繊維の６７６事業所（構成比２６．１％）が最も多く、以下、その他(眼鏡・漆器

等)の３５６事業所（構成比１３．８％）、食料品の２６２事業所（構成比１０．１％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、繊維（前年比＋５．０％）、その他（眼鏡・漆器等）（前年比＋９．２％）

など１５業種で増加し、窯業・土石（前年比▲１１．１％）、木材（前年比▲８．９％）など７業種で減少と

なった。                           【産業中分類別統計表２－１、２－２】 

 

 

 

 

 

図１６ 事業所数と対前年比の推移（従業者４人以上の事業所） 

図１７ 事業所数の中分類別構成比 

表１１ 中分類別 事業所数 
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-28
-26
-24
-22
-20
-18
-16
-14
-12
-10
-8
-6
-4
-2
0
2
4

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

(人) (％)

0.5

69,891

構成比 実 数 構成比

人 ％ 人 ％ ％

69 ,545 100 .0 69 ,891 100 .0 0 .5

9 食 料 品 4,829 6.9 5,169 7.4 7.0

10 飲 料 ・ 飼 料 305 0.4 298 0.4 ▲ 2.3

11 繊 維 15,874 22.8 16,942 24.2 6.7

12 木 材 1,164 1.7 1,085 1.6 ▲ 6.8

13 家 具 740 1.1 777 1.1 5.0

14 パ ル プ ・ 紙 1,739 2.5 1,565 2.2 ▲ 10.0

15 印 刷 2,151 3.1 1,812 2.6 ▲ 15.8

16 化 学 3,568 5.1 3,684 5.3 3.3

17 石 油 ・ 石 炭 90 0.1 69 0.1 ▲ 23.3

18 プ ラ ス チ ッ ク 4,899 7.0 3,925 5.6 ▲ 19.9

19 ゴ ム 167 0.2 146 0.2 ▲ 12.6

20 皮 革 54 0.1 53 0.1 ▲ 1.9

21 窯 業 ・ 土 石 2,035 2.9 1,664 2.4 ▲ 18.2

22 鉄 鋼 376 0.5 498 0.7 32.4

23 非 鉄 金 属 1,192 1.7 1,449 2.1 21.6

24 金 属 3,924 5.6 3,763 5.4 ▲ 4.1

25 は ん 用 機 械 612 0.9 702 1.0 14.7

26 生 産 用 機 械 3,503 5.0 3,404 4.9 ▲ 2.8

27 業 務 用 機 械 901 1.3 915 1.3 1.6

28 電 子 ・ デ バ イス 8,731 12.6 10,138 14.5 16.1

29 電 気 機 械 3,647 5.2 2,496 3.6 ▲ 31.6

30 情 報 通 信 機 械 281 0.4 337 0.5 19.9

31 輸 送 機 械 3,035 4.4 3,297 4.7 8.6

32 そ の 他 5,728 8.2 5,703 8.2 ▲ 0.4

２３  年２２年

産業中分類

対前
年比

合       計

繊維

16,942人

24.2%

電子・デバイス

10,138人14.5%

その他
(眼鏡・漆器等)

5,703人 8.2%食料品

5,169人 7.4%

プラスチック

3,925人 5.6%

金属

3,763人 5.4%

化学

3,684人 5.3%

生産用機械

3,404人 4.9%

輸送機械

3,297人 4.7%

電機機械

2,496人 3.6%

その他14業種

11,370人

16.3%

従業者数

６９，８９１人

３－２ 従業者数（従業者４人以上の事業所） 

 

 従業者数は６９，８９１人で、前年に比べ０．５％増となり、５年ぶりの増加となった。 

 内訳をみると、個人事業主および無給家族従業者が５５２人、常用労働者が７０，４９９人となった。 

（従業者の内訳には、別経営の事業所へ出向または派遣している人が含まれているため、内訳の合計と従業

者合計とは一致しない。） 

産業別に内訳をみると、繊維の１６，９４２人（構成比２４．２％）が最も多く、以下、電子・デバイス

の１０，１３８人（構成比１４．５％）、その他(眼鏡・漆器等)の５，７０３人（構成比８．２％）の順にな

った。 

 前年と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前年比＋１６．１％）、繊維（前年比＋６．７％）など 

１１業種で増加し、電気機械（前年比▲３１．６％）、プラスチック（前年比▲１９．９％）など１３業種で

減少となった。                        【産業中分類別統計表２－１、２－２】 

 

 

 

 

図１８ 従業者数と対前年比の推移（従業者４人以上の事業所） 

図１９ 従業者数の中分類別構成比 

表１２ 中分類別 従業者数 
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-60
-55
-50
-45
-40
-35
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-25
-20
-15
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-5
0
5
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15

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

(億円) (％)

19,126

5.8

構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

1 ,807 ,006 100 .0 1 ,912 ,585 100 .0 5 .8

9 食 料 品 57,605 3.2 59,504 3.1 3.3

10 飲 料 ・ 飼 料 5,673 0.3 5,954 0.3 5.0

11 繊 維 230,643 12.8 268,708 14.0 16.5

12 木 材 20,067 1.1 23,182 1.2 15.5

13 家 具 10,012 0.6 10,822 0.6 8.1

14 パ ル プ ・ 紙 49,568 2.7 39,366 2.1 ▲ 20.6

15 印 刷 29,405 1.6 25,255 1.3 ▲ 14.1

16 化 学 277,141 15.3 316,793 16.6 14.3

17 石 油 ・ 石 炭 4,656 0.3 3,761 0.2 ▲ 19.2

18 プ ラ ス チ ッ ク 137,304 7.6 113,710 5.9 ▲ 17.2

19 ゴ ム 843 0.0 2,670 0.1 216.7

20 皮 革 413 0.0 355 0.0 ▲ 14.0

21 窯 業 ・ 土 石 51,977 2.9 60,401 3.2 16.2

22 鉄 鋼 25,931 1.4 28,087 1.5 8.3

23 非 鉄 金 属 135,717 7.5 151,734 7.9 11.8

24 金 属 73,917 4.1 67,637 3.5 ▲ 8.5

25 は ん 用 機 械 14,205 0.8 18,324 1.0 29.0

26 生 産 用 機 械 83,710 4.6 84,777 4.4 1.3

27 業 務 用 機 械 11,313 0.6 15,194 0.8 34.3

28 電 子 ・ デ バ イス 283,364 15.7 349,372 18.3 23.3

29 電 気 機 械 132,994 7.4 102,122 5.3 ▲ 23.2

30 情 報 通 信 機 械 8,921 0.5 8,233 0.4 ▲ 7.7

31 輸 送 機 械 87,394 4.8 78,026 4.1 ▲ 10.7

32 そ の 他 74,234 4.1 78,597 4.1 5.9

２２年 ２３  年 対前
年比

合       計

産業中分類

電子・デバイス

3,494億円

18.3%

化学

3,168億円

16.6%

繊維

2,687億円

14.0%
非鉄金属

1,517億円

7.9%

プラスチック

1,137億円

5.9%

電気機械

1,021億円

5.3%

生産用機械

848億円 4.4%

輸送機械

780億円4.1%

その他
(眼鏡・漆器等)

786億円4.1%

金属

676億円 3.5%

その他14業種

3,011億円

15.7%

製造品出荷額等

１兆９，１２６億円

３－３ 製造品出荷額等（従業者４人以上の事業所） 

 

 製造品出荷額等は、１兆９，１２６億円で、前年に比べ５．８％増となり、２年連続増加となった。 

 内訳をみると、製造品出荷額が１兆５，９７５億円、加工賃収入額が２，１６０億円、くず・廃物の出荷

額が０．４億円、修理料収入額が４８億円、その他収入額が９４２億円となった。              

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの３，４９４億円（構成比１８．３％）が最も多く、以下、化学

の３，１６８億円（構成比１６．６％）、繊維の２，６８７億円（構成比１４．０％）の順になった。 

 前年と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前年比＋２３．３％）、化学（前年比＋１４．３％）など

１５業種で増加し、電気機械（前年比▲２３．２％）、プラスチック（前年比▲１７．２％）など９業種で減

少となった。 

 １事業所当たりの製造品出荷額等は、７億３，９３１万円で、前年より６５４万円増加した。 

 【産業中分類別統計表２－１、２－３】 

 

  

 

図２０ 製造品出荷額等と対前年比の推移（従業者４人以上の事業所） 

図２１ 製造品出荷額等の 

中分類別構成比 

表１３ 中分類別 製造品出荷額等 
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構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

740 ,257 100 .0 815 ,068 100 .0 10 .1

9 食 料 品 24,872 3.4 24,298 3.0 ▲ 2.3

10 飲 料 ・ 飼 料 3,177 0.4 3,455 0.4 8.8

11 繊 維 93,765 12.7 104,875 12.9 11.8

12 木 材 4,887 0.7 8,994 1.1 84.0

13 家 具 3,863 0.5 4,291 0.5 11.1

14 パ ル プ ・ 紙 23,099 3.1 18,071 2.2 ▲ 21.8

15 印 刷 16,561 2.2 12,532 1.5 ▲ 24.3

16 化 学 118,809 16.0 116,100 14.2 ▲ 2.3

17 石 油 ・ 石 炭 1,714 0.2 933 0.1 ▲ 45.6

18 プ ラ ス チ ッ ク 55,078 7.4 51,345 6.3 ▲ 6.8

19 ゴ ム 434 0.1 1,639 0.2 277.9

20 皮 革 131 0.0 126 0.0 ▲ 4.0

21 窯 業 ・ 土 石 26,004 3.5 32,498 4.0 25.0

22 鉄 鋼 9,554 1.3 7,668 0.9 ▲ 19.7

23 非 鉄 金 属 30,325 4.1 37,533 4.6 23.8

24 金 属 30,007 4.1 28,456 3.5 ▲ 5.2

25 は ん 用 機 械 3,680 0.5 6,646 0.8 80.6

26 生 産 用 機 械 31,973 4.3 33,553 4.1 4.9

27 業 務 用 機 械 5,465 0.7 8,150 1.0 49.1

28 電 子 ・ デ バ イス 118,654 16.0 194,243 23.8 63.7

29 電 気 機 械 67,938 9.2 52,866 6.5 ▲ 22.2

30 情 報 通 信 機 械 3,161 0.4 2,733 0.3 ▲ 13.5

31 輸 送 機 械 33,505 4.5 25,314 3.1 ▲ 24.4

32 そ の 他 33,601 4.5 38,751 4.8 15.3

産業中分類

対前
年比

２３  年２２年

合       計

電子・デバイス

1,942億円

23.8%

化学

1,161億円

14.2%

繊維

1,049億円

12.9%電気機械

529億円 6.5%

プラスチック

513億円 6.3%

窯業・土石

325億円 4.0%

その他
(眼鏡・漆器等)

388億円 4.8%

金属

285億円 3.5%

生産用機械

336億円 4.1%

非鉄金属

375億円 4.6%

その他14業種

1,248億円

15.3%

粗付加価値額

８，１５１億円

３－４ 粗付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

 

 

 粗付加価値額は、８，１５１億円で、前年に比べ１０．１％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，９４２億円（構成比２３．８％）が最も多く、以下、化学

の１，１６１億円（構成比１４．２％）、繊維の１，０４９億円（構成比１２．９％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前年比＋６３．７％）、繊維（前年比＋１１．８％）など

１２業種で増加し、電気機械（前年比▲２２．２％）、輸送機械（前年比▲２４．４％）など１２業種で減少

となった。 

【産業中分類別統計表２－１】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２２ 粗付加価値額の中分類別構成比 

表１４ 中分類別 粗付加価値額 
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構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

665 ,621 100 .0 750 ,036 100 .0 12 .7

9 食 料 品 24,069 3.6 23,524 3.1 ▲ 2.3

10 飲 料 ・ 飼 料 3,141 0.5 3,371 0.4 7.3

11 繊 維 83,712 12.6 93,383 12.5 11.6

12 木 材 4,704 0.7 8,382 1.1 78.2

13 家 具 3,807 0.6 4,182 0.6 9.8

14 パ ル プ ・ 紙 21,093 3.2 16,639 2.2 ▲ 21.1

15 印 刷 15,797 2.4 11,781 1.6 ▲ 25.4

16 化 学 110,347 16.6 110,823 14.8 0.4

17 石 油 ・ 石 炭 1,714 0.3 933 0.1 ▲ 45.6

18 プ ラ ス チ ッ ク 49,525 7.4 47,423 6.3 ▲ 4.2

19 ゴ ム 377 0.1 1,469 0.2 289.8

20 皮 革 129 0.0 120 0.0 ▲ 7.4

21 窯 業 ・ 土 石 18,610 2.8 27,053 3.6 45.4

22 鉄 鋼 9,156 1.4 7,423 1.0 ▲ 18.9

23 非 鉄 金 属 25,383 3.8 33,548 4.5 32.2

24 金 属 27,743 4.2 26,877 3.6 ▲ 3.1

25 は ん 用 機 械 3,959 0.6 6,371 0.8 60.9

26 生 産 用 機 械 29,319 4.4 34,125 4.5 16.4

27 業 務 用 機 械 5,093 0.8 7,780 1.0 52.7

28 電 子 ・ デ バ イス 104,497 15.7 174,909 23.3 67.4

29 電 気 機 械 61,735 9.3 48,300 6.4 ▲ 21.8

30 情 報 通 信 機 械 3,108 0.5 2,433 0.3 ▲ 21.7

31 輸 送 機 械 25,904 3.9 21,614 2.9 ▲ 16.6

32 そ の 他 32,700 4.9 37,576 5.0 14.9

２３  年

産業中分類

対前
年比

２２年

合       計

電子・デバイス

1,749億円

23.3%

化学

1,108億円

14.8%

繊維

934億円

12.5%
電気機械

483億円 6.4%

プラスチック

474億円 6.3%

その他
(眼鏡・漆器等)

376億円 5.0%

窯業･土石

271億円 3.6%

金属

269億円 3.6%

生産用機械

341億円 4.5%

非鉄金属

335億円 4.5%

その他14業種

1,160億円

15.5%

付加価値額

７，５００億円

３－５ 付加価値額（従業者４人以上の事業所） 

 

 

 付加価値額は、７，５００億円で、前年に比べ１２．７％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの１，７４９億円（構成比２３．３％）が最も多く、以下、化学

の１，１０８億円（構成比１４．８％）、繊維の９３４億円（構成比１２．５％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前年比＋６７．４％）、繊維（前年比＋１１．６％）など

１３業種で増加し、電気機械（前年比▲２１．８％）、パルプ・紙（前年比▲２１．１％）など１１業種で減

少となった。 

 また、従業者３０人以上の事業所の付加価値率は、３９．８％となり、前年より２．３ポイント上昇した。 

                               【産業中分類別統計表２－１、４－３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２３ 付加価値額の中分類別構成比 

表１５ 中分類別 付加価値額 
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構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

263 ,148 100 .0 277 ,875 100 .0 5 .6

9 食 料 品 11,673 4.4 12,161 4.4 4.2

10 飲 料 ・ 飼 料 820 0.3 908 0.3 10.7

11 繊 維 47,602 18.1 51,611 18.6 8.4

12 木 材 3,748 1.4 3,460 1.2 ▲ 7.7

13 家 具 2,321 0.9 2,360 0.8 1.6

14 パ ル プ ・ 紙 6,648 2.5 5,983 2.2 ▲ 10.0

15 印 刷 6,871 2.6 6,812 2.5 ▲ 0.9

16 化 学 19,363 7.4 20,944 7.5 8.2

17 石 油 ・ 石 炭 456 0.2 335 0.1 ▲ 26.5

18 プ ラ ス チ ッ ク 19,654 7.5 15,751 5.7 ▲ 19.9

19 ゴ ム 604 0.2 377 0.1 ▲ 37.6

20 皮 革 90 0.0 81 0.0 ▲ 9.4

21 窯 業 ・ 土 石 9,337 3.5 7,576 2.7 ▲ 18.9

22 鉄 鋼 1,579 0.6 2,169 0.8 37.4

23 非 鉄 金 属 7,241 2.8 8,967 3.2 23.8

24 金 属 14,293 5.4 14,192 5.1 ▲ 0.7

25 は ん 用 機 械 2,234 0.8 2,885 1.0 29.1

26 生 産 用 機 械 14,780 5.6 14,159 5.1 ▲ 4.2

27 業 務 用 機 械 2,664 1.0 3,209 1.2 20.5

28 電 子 ・ デ バ イス 42,885 16.3 58,892 21.2 37.3

29 電 気 機 械 15,926 6.1 10,024 3.6 ▲ 37.1

30 情 報 通 信 機 械 1,106 0.4 1,277 0.5 15.4

31 輸 送 機 械 14,561 5.5 16,285 5.9 11.8

32 そ の 他 16,691 6.3 17,459 6.3 4.6

２３  年２２年 対前
年比産業中分類

合       計

繊維

516億円

18.6%

電子・デバイス

589億円

21.2%

プラスチック

158億円 5.7%

その他
(眼鏡・漆器等)

175億円 6.3%

化学

209億円 7.5%

生産用機械

142億円 5.1%

金属

142億円 5.1%

電気機械

100億円 3.6%

輸送機械

163億円 5.9%

食料品

122億円 4.4%

その他14業種

464億円

16.7%

現金給与総額

２，７７９億円

３－６ 現金給与総額（従業者４人以上の事業所） 

 

 

 現金給与総額は、２，７７９億円で、前年に比べ５．６％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、電子・デバイスの５８９億円（構成比２１．２％）が最も多く、以下、繊維の 

５１６億円（構成比１８．６％）、化学の２０９億円（構成比７．５％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、電子・デバイス（前年比＋３７．３％）、繊維（前年比＋８．４％）など 

１３業種で増加し、電気機械（前年比▲３７．１％）、プラスチック（前年比▲１９．９％）など１１業種で

減少となった。 

 また、従業者３０人以上の事業所の現金給与率は、１４．２％となり、前年より０．２ポイント上昇した。  

【産業中分類別統計表２－１、４－３】 

 

 

 

 

 

 

 

図２４ 現金給与総額の 

中分類別構成比 

表１６ 中分類別 現金給与総額 

額 
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構成比 実 数 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ ％

1 ,035 ,333 100 .0 1 ,081 ,028 100 .0 4 .4

9 食 料 品 31,499 3.0 34,521 3.2 9.6

10 飲 料 ・ 飼 料 1,999 0.2 2,003 0.2 0.2

11 繊 維 132,718 12.8 161,239 14.9 21.5

12 木 材 14,935 1.4 13,992 1.3 ▲ 6.3

13 家 具 5,956 0.6 6,432 0.6 8.0

14 パ ル プ ・ 紙 25,388 2.5 20,993 1.9 ▲ 17.3

15 印 刷 12,076 1.2 12,243 1.1 1.4

16 化 学 154,519 14.9 198,794 18.4 28.7

17 石 油 ・ 石 炭 2,856 0.3 2,796 0.3 ▲ 2.1

18 プ ラ ス チ ッ ク 80,020 7.7 61,519 5.7 ▲ 23.1

19 ゴ ム 387 0.0 982 0.1 153.5

20 皮 革 276 0.0 223 0.0 ▲ 19.1

21 窯 業 ・ 土 石 24,811 2.4 27,581 2.6 11.2

22 鉄 鋼 15,918 1.5 20,195 1.9 26.9

23 非 鉄 金 属 104,013 10.0 112,511 10.4 8.2

24 金 属 42,491 4.1 38,451 3.6 ▲ 9.5

25 は ん 用 機 械 10,520 1.0 11,450 1.1 8.8

26 生 産 用 機 械 50,860 4.9 50,537 4.7 ▲ 0.6

27 業 務 用 機 械 5,586 0.5 6,821 0.6 22.1

28 電 子 ・ デ バ イス 159,690 15.4 153,882 14.2 ▲ 3.6

29 電 気 機 械 61,471 5.9 47,121 4.4 ▲ 23.3

30 情 報 通 信 機 械 5,656 0.5 5,378 0.5 ▲ 4.9

31 輸 送 機 械 52,343 5.1 52,659 4.9 0.6

32 そ の 他 39,343 3.8 38,707 3.6 ▲ 1.6

２２年 ２３  年

産業中分類

対前
年比

合       計

電子・デバイス

1,539億円

14.2%

繊維

1,612億円

14.9%

化学

1,988億円

18.4%

非鉄金属

1,125億円

10.4%

プラスチック

615億円 5.7%

生産用機械

505億円 4.7%

電気機械

471億円 4.4%

輸送機械

527億円 4.9%

金属

385億円 3.6%

その他
(眼鏡・漆器等)

387億円 3.6%

その他14業種

1,656億円

15.3%

原材料使用額等

１兆810億円

３－７ 原材料使用額等（従業者４人以上の事業所） 

 

 原材料使用額等は、１兆８１０億円で、前年に比べ４．４％増となった。 

 

産業別に内訳をみると、化学の１，９８８億円（構成比１８．４％）が最も多く、以下、繊維の１，６１２

億円（構成比１４．９％）、電子・デバイスの１，５３９億円（構成比１４．２％）の順になった。 

前年と比べる（寄与度順）と、化学（前年比＋２８．７％）、繊維（前年比＋２１．５％）など１３業種で

増加し、プラスチック（前年比▲２３．１％）、電気機械（前年比▲２３．３％）など１１業種で減少となっ

た。 

また、従業者３０人以上の事業所の原材料率は、６０．５％となり、前年より１．７ポイント低下した。 

 【産業中分類別統計表２－１、４－３】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２５ 原材料使用額等の 

中分類別構成比 

表１７ 中分類別 原材料使用額等 

額 
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福井市

4,249億円

22.2%

越前市

4,147億円

21.7%

坂井市

3,126億円

16.3%

鯖江市

1,516億円

7.9%

勝山市

1,494億円 7.8%

あわら市

1,305億円 6.8%

敦賀市

1,246億円 6.5%

小浜市

474億円 2.5%

大野市

445億円 2.3%

８町

1,124億円

5.9%

製造品出荷額等

１兆９１２６億円

福井市

697事業所
26.9%

鯖江市

430事業所
16.6%

越前市

373事業所
14.4%

坂井市

368事業所
14.2%

敦賀市

101事業所3.9%

大野市

93事業所3.6%

小浜市

92事業所3.6%

勝山市

91事業所3.5%

あわら市

86事業所3.3%

８町

256事業所
9.9%

事業所数

２，５８７事業所

３－８ 従業者規模別（従業者４人以上の事業所） 

 

 事業所数が最も多いのは、４～９人規模の１，２７８事業所（構成比４９．４％）で、次に１０～１９人

規模の６１７事業所（構成比２３．９％）となった。 

 前年と比べる（寄与度順）と、４～９人規模（前年比＋１３．４％）で増加し、２０～２９人規模（前年

比▲２０．４％）、１０～１９人規模（前年比▲２．２％）などで減少となった。 

 

従業者数が最も多いのは、３０～９９人規模の１７，９０７人（構成比２５．６％）で、次に  

１００～２９９人規模の１６，０６７人（構成比２３．０％）となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、３０～９９人規模（前年比＋１４．０％）で増加し、２０～２９人規模（前

年比▲１９．５％）、３００人以上規模（前年比▲７．５％）などで減少となった。 

 

 製造品出荷額等が最も多いのは、３００人以上規模の６，０３３億円（構成比３１．５％）で、次に、 

１００～２９９人規模の５，７２９億円（構成比３０．０％）となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、１００～２９９人規模（前年比＋１１．８％）、３０～９９人規模（前年比

＋１５．１％）で増加し、３００人以上規模（前年比▲３．１％）、２０～２９人規模（前年比▲９．０％）

などで減少となった。 

                                   【従業者規模別統計表２】 

 

３－９ 市町別（従業者４人以上の事業所） 

 

事業所数が最も多いのは、福井市の６９７事業所（構成比２６．９％）で、以下、鯖江市の４３０事業所

（構成比１６．６％）、越前市の３７３事業所（構成比１４．４％）の順となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、福井市（前年比＋９．１％）、鯖江市（前年比＋４．９％）など７市２町で

増加し、南越前町（前年比▲１５．４％）、坂井市（前年比▲１．１％）など１市２町で減少となった。 

 

従業者数が最も多いのは、福井市の１７，００３人(構成比２４．３％）で、以下、越前市の１４，３１０ 

人（構成比２０．５％）、坂井市の９，８６８人（構成比１４．１％）の順となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、福井市（前年比＋５．１％）、勝山市（前年比＋８．８％）など３市２町で

増加し、敦賀市（前年比▲４．８％）、大野市（前年比▲８．８％）など６市５町で減少となった。 

 

製造品出荷額が最も多いのは、福井市の４，２４９億円（構成比２２．２％）で、以下、越前市の 

４，１４７億円（構成比２１．７％）、坂井市の３，１２６億円（構成比１６．３％）の順となった。 

前年と比べる（寄与度順）と、福井市（前年比＋２１．０％）、勝山市（前年比＋３０．３％）など５市４

町で増加し、あわら市（前年比▲１０．１％）、越前市（前年比▲２．５％）など４市４町で減少となった。 

【市町別統計表２－１、２－２】 

図２６ 市町別 事業所数の構成比 

（従業者４人以上の事業所） 

図２７ 市町別 製造品出荷額等の構成比 

（従業者４人以上の事業所） 
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３－１０ 特産工業品（従業者４人以上の事業所） 

 

産出事業所数は６５７事業所で、出荷額等は１，００２億円となった。 

品目別にみると、産出事業所数、出荷額等ともに「眼鏡・眼鏡枠」が最も高く、以下、「絹・人絹

織物」、「細幅織物」の順となった。 

【特産工業品目統計表２】 

 

 

４－１ 有形固定資産（従業者３０人以上の事業所） 

 

 有形固定資産の年初現在高は、５，７０５億円で、年間取得額は、７１６億円となった。建設仮勘定の年

間増減額は、＋１０２億円となり、有形固定資産投資額は、８１８億円となった。 

有形固定資産投資額を産業別でみると、電子・デバイスの３７０億円が最も多く、以下、化学の１４７億

円、繊維の７２億円の順になった。         

        【産業中分類別統計表４－３、４－４】 

 

                                 

４－２ 製造品等在庫額（従業者３０人以上の事業所） 

 

製造品等在庫額の年末在庫額は、１，７４９億円で、年間在庫増減額は、＋１７５億円となった。 

年末在庫額を産業別でみると、化学の３８０億円が最も多く、以下、電子・デバイスの２７４億円、繊維の

２３２億円の順になった。 

 なお、在庫率は１１．３％となり、前年より０．６ポイント低下した。   

【産業中分類別統計表４－５、４－７】 

 

 

４－３ 工業用地、用水（従業者３０人以上の事業所） 

 

工業用地敷地面積は１，１９５万ｍ２で、前年に比べ３０万ｍ２減となった。   

産業別に内訳をみると、繊維の３１７万ｍ２が最も多く、以下、化学の１６３万ｍ２ 、非鉄金属の 

１３４万ｍ２の順となっている。 

市町別に内訳をみると、坂井市の２６６万ｍ２が最も多く、以下、福井市の２３２万ｍ２、越前市

の１７０万ｍ２の順となっている。           【用地・用水統計表１－１、１－２】 

 

工業用水の１日当たりの使用量は７３万ｍ３で、前年に比べ１万ｍ３減となった。 

１日当たりの水源別水量では、回収水の４２万ｍ３が最も多く、以下、井戸水の２１万ｍ３   、工業用水

道の７万ｍ３の順となっている。 

    【用地・用水統計表１－１】 
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